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【添付】「岐阜証明材推進制度実施要領」 



１ 目  的 

                            

①合法性、生産流通履歴の明確化の要請 

国の違法伐採対策により、グリーン購入法が改正され、官公庁はもとより 

一般企業においても合法木材の利用が大きな流れとなっています。 

また、「顔の見える家づくり」の要請など消費者にわかりやすく安心でき 

る木材の供給が求められています。 

②地域間競争が激化する国産材市場における岐阜県産材の優位性の確保 

こうした状況に加え、外材はもとより、国内他産地材との競合が激化する 

中、岐阜県産材の需要を拡大していくためには、県産材の信頼性を高めてい 

く必要があります。 

 

 

【合法性、生産流通履歴の明確化】 

【消費者が安心できる証明の付与と確認手法の担保】 

 

岐阜県産材の信頼性の向上による県産材の需要拡大へ 

 

【期待される効果】 

＜直接的効果＞ 

①消費者(官公庁・企業・一般消費者等）の岐阜県産材の優先的選択 

②工務店等での信頼性のPRと顧客の拡大 

＜波及的効果＞ 

①健全な森林づくりの促進：森林所有者 
・合法的伐採の徹底による森林の適正管理の促進 
 

②県民参加の森林づくりの促進：一般県民、国民 
・消費者が木材と森林とのつながりを認識しやすくなり、山（森 
林）への関心が高まる。 
 

③木材流通の透明性の向上 
・生産履歴を確認できることから、木材流通の透明性が高まる。 

【制度実施の背景】 

目  的 

１ 



２ 制度概要 

 

生産者から消費者に至るまでの各段階において、販売先に対し、岐阜県産材であ 
り、合法材である旨（「ぎふ証明材」の明記）を納品書等に記載し、申し送ること 
により最終消費者が確認できるものです。 
 

県産材：岐阜県に所在する森林から生産された木材 
合法材：森林法及びその他関係の法令に照らし、適切な手続きで伐 

採された木材 

 

 

  

制度に参加する事業者は、推進事業者として県に登録し、自らの責 
任において適正に制度を運用するとともに、県と協働で岐阜県産材の 
ＰＲ、供給拡大に努めます。 
なお、規定に違反した場合は、推進事業者登録から取り消しするこ 

ともあり、その事業者は１年間再登録できません。 
 
 

 

 

合法性証明に対応した制度です。森林所有者や素材生産者は、森林 
法やその他関係法令に照らして適切な手続きを行い、合法性が確認で 
きる書類を備え、出荷先に証明します。 

 

 

 

 

推進事業者が既に使用している出荷伝票、納品書等を活用する制度 
です。推進事業者は、岐阜県産材かつ合法材である旨を伝票等に記載 
し、出荷先に証明します。 
 

 

  

推進事業者は、分別管理の方法を定め、責任者を設置したうえ、適 
切な分別管理を実施します。 

県と推進事業者による協働推進 

分別管理の実施 

既存伝票等を活用した証明 

合法性証明に対応 

制度の特徴 

制度の考え方 

２ 



 

流れの説明 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 

市町村 

⑤納品書

等 

②適合通知書、許可書等 

 

①伐採届、伐採許可等 

 

③出荷伝票等 

原木市場（流通事業者） 

製 材 加 工 事 業 者 

販売事業者（流通事業者） 

 

使用者（建築・土木事業者等） 

 

 

 

１ 森林所有者や素材生産者（以下「森林所有者 

等」という。）は、森林法やその他関係法令に照 

らして適切な手続き（①）を行い、合法性が確認 

できる書類を整備します（②）。 

 

２ 森林所有者等は、原木市場等への出荷時の出荷 

伝票等に伐採地等を明記（③）し、「県産材かつ 

合法材」を証明します。 

 

３ 原木市場等は、入荷・確認後、森林所有者等へ 

の精算書等に「ぎふ証明材」を明記（④）しま 

す。 

そして、製材加工事業者への納品時の納品書等 

に「ぎふ証明材」を明記（⑤）し、「県産材かつ 

合法材」を証明します。 

 

４ 製材加工事業者は、販売事業者等への納品時の 

納品書等に「ぎふ証明材」を明記（⑥）し、「県 

産材かつ合法材」を証明します。 

 

５ 販売事業者は、建築・土木事業者等への納品時 

の納品書等に「ぎふ証明材」を明記（⑦）し、 

「県産材かつ合法材」を証明します。 

 

６ 使用者（建築・土木事業者等）は、消費者（施 

主や工事発注機関等）の求めに応じて、販売事業 

等からの納品書等（「ぎふ証明材」が明記）の提 

示又はその写しを提出（⑧）します。 

森 林 所 有 者 

素 材 生 産 者 

 

⑥納品書等 

⑦納品書等 

④精算書等 

 

⑥納品書等 

 

④精算書等 

 

証明の流れ 

③出荷伝票等 

流れの説明 

⑧納品書等の提示（納品書写の提出） 

＊「ぎふ性能表示材（ぎふ証明材のうち品質・性 

能が認証された製品）」の場合は、「ぎふ証明 

材」に換え「ぎふ性能表示材」と明記。 

消費者（施主等及び公共工事等の場合は発注機関） 

 

３ 



３ 「岐阜証明材推進制度」の取扱いについて 

（１）推進事業者への登録 

推進事業者とは 

 

 

証明材を取り扱うことのできる事業者のことで、県へ登録の必要がありま 

す。「推進事業者」は、自らの責任において、適正に制度を運用し、証明材 

の証明を行います。 

 

 

登録  

推進事業者に登録するためには、下記の事項を誓約し、登録申請書（様式第 

１号）を提出して下さい（誓約事項は登録申請書の中に明記します。） 

 

 
① 証明材の取扱いにあたっては、自らの責任において、適正に 
制度を運用し、証明材の積極的な供給拡大に努める。 

 
② 消費者等に対し、証明材に関する情報を積極的に提供し、相 
互の理解と信頼の向上に努める。 

 

推進事業者登録         

 

 

登録申請書を県へ提出してください。審査のうえ登録された推進事業者に 

は、登録番号を記載した登録通知書を送付します。 
【様式第１号】 

（登録申請） 

推進事業者登録を希望する者         事務所が所在する地域の農林事務所長 

（調  査） 

（登録通知書）                         （意見を付けて申請書を送付） 

 

農林事務所長            県庁県産材流通課長 （審査・登録） 

（登録通知書の送付） 

【様式第３号】 

 

 

県へ申請書が到着した日から３０日以内 

 

注１：事業所等が複数の場合、各事業所毎に登録 

注２：県外事業者の場合は県庁県産材流通課に直接申請 

 

 

推進事業者とは 

登録に必要な遵守事項 （実施要領第３条） 

登録に必要な遵守事項 （実施要領第５条） 

【誓約事項】 

４ 



 
（様式第１号） 

                   証明材推進事業者登録申請書（記入例） 

 
                                                                年  月  日 
 
   岐阜県知事   様 
                                                申請者 住所 
                                                       名称 
                                                       代表者氏名 （※職名も記載）      
         
 
     証明材推進事業者登録につきまして、岐阜証明材推進制度実施要領第３条第１項 

に掲げる全ての事項（下記参照）を遵守することを誓約し、同要領第５条第１項の 
規定により、登録を申請します。 

          
                     記 
 
    【誓約事項（要領第３条第１項）】 

① 証明材の取扱いにあたっては、自らの責任において、適正に制度を運用し、証明材の 
積極的な供給拡大に努める。 

② 消費者等に対し、証明材に関する情報を積極的に提供し、相互の理解と信頼の向上に 
努める。 

    
  【事業者概要】 

事 業 者 名 
 

【事業者の名称を記入】 
●記入例：（協）〇〇木材市場 

所  在  地 
 

【事業者の住所を記入】 
 

電 話 番 号 
 

【事業者の電話番号（注文用）を記入】  ＦＡＸ番号 
 

【事業者のFAX番号（注文用）を記入】  

業     種 
 

【事業者の業種を記入】 
●生産・流通・製材加工・販売のいずれかを記入。複数も可。 

分別管理責任者名 
 

【分別管理責任者の氏名を記入】 
 

 
分別管理の方法 

 

【分別管理の具体的方法を記入】※Ｐ１４参照 
●記入例：「原木は椪積を分けて保管し、また、出荷時にはマー

カーにより非証明材と判別できるようにする。」 

取扱う木材・木製品 
の品目、年間取扱量 

【木材・木材製品の品目及び年間取扱量を記入】  
●記入例：スギ板100㎥ スギ杭丸太100本 

     ヒノキ原木100㎥ ヒノキ柱100本 等 

備     考 
 

【ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ、HPのURL等を記入】 
●記入例：「ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ○○○＠○○｡○○．〇〇」 

◎業種の記入：生産（森林所有者及び素材生産者）・流通（原木販売）・製材加工・ 
販売（木製品販売）の区分により記入。（複数可） 

◎備考欄の記入：E-mail、HPがあればアドレス等を記入。 
  ◎添付書類 
   ・事業所（工場等）の敷地、建物及び施設（土場、倉庫等）の配置図。（保管場所も    
    明示すること）なお、森林認証又はＣoＣ認証を取得している事業者については、配   
    置図の代わりに認証書の写の添付でもよい。 

・保管場所の写真。（遠景・近景 各１枚程度） 

 

登録申請書記入方法 

５ 



配置図の例 

 

 

業所の敷地、建物及び施設（土場、倉庫等）の配置図  

 

【事業者名：               】   

【住  所：               】   

 

公   道 

 

出入り口 

 

 

【証明材原木置き場】 

 

駐 車 場 

 

 

 

【その他の材の置き場】（証明材が混 

じる場合は、テープ、ひも等で分別） 

 

事 務 所 

 

 

 

 

【証明材製品置き場（柱）】 

 

 

製 材 工 場             【証明材製品置き場（板）】 

 

 

【その他の製品置き場】（証明材が混 

じる場合は、テープ、ひも等で分別） 

 

 

注１）証明材の分別管理の状況がわかるように、「証明材の置き場」「製品の種類（柱、板 

等）」「置き場が非証明材と同じ場合の分別管理の方法」を明記してください。 

注２）縮尺は任意で構いません。 

注３）方位を記入してください。 

 

事業所の敷地、建物及び施設（土場、倉庫等）の配置図 

６ 



（２）証明方法 
  
証明       
 

推進事業者は、入出荷時に発行する出荷伝票等により証明します。 
 
具体的方法 
 
 
 

原木市場等への出荷時に出荷伝票等に下記「証明に必要な事項」を明記し証明するか、 
「合法性証明の書類の写し」に「推進事業者登録番号」、「事業者名」を明記したものを 
証明書としてください。 
【証明に必要な事項】 
①推進事業者登録番号 
②伐採地  ：市町村名、大字・字・地番、又は林班・準林班・小班・枝番 
③伐採種  ：皆伐、択伐、間伐の別 
④所有区分 ：国有林、県有林、その他（私有林等）の別 
⑤森林区分 ：保安林、普通林の別 
⑥合法性証明：経営計画、伐採届、伐採許可、特定間伐、林地開発許可、 

工事(届出等を要しないもの）、森林認証の別 
＊なお、伐採地が違う場合は、出荷伝票等を分け、それぞれの伝票毎に「証明に必要な事項」 
を明記してください。 

 
 

●伐採地が森林施業計画樹立済みの普通林の場合 
・合法性証明として、「施業計画」を選択してください。また、既に森林法第１５条に係る 
伐採届を提出済の場合は「施業計画」及び「伐採届」の両方を選択してください。 

●伐採地が市町村策定の特定間伐等促進計画樹立済みの普通林の場合 
・伐採届が不要であるため、合法性証明は「特定間伐」を選択してください。 

●その他の場合 
・届、許可等の種類に応じて、「伐採届」（「伐採及び伐採後の造林の届出書」等）、 
「伐採許可」、「林地開発許可」、「工事」（治山工事等の届出が必要でないもの）、 
「森林認証」（FSC認証等）のいずれかを選択してください。 

 
 
 

製材加工場等への出荷時に納品書等の備考欄等に下記「証明に必要な事項」を明記し、証明 
します。また、森林所有者、素材生産者への精算書等にも「ＰＲ名称」を明記します。 
 
【証明に必要な事項】 
①推進事業者登録番号 
②県産材かつ合法材であることをＰＲする名称（ぎふ証明材） 

＊なお、原木市場は、市において、購入者が「県産材かつ合法材」である木材を確認できるように 
してください。＊次の例を参考 

例１）市日に配布する「明細書」等に「ぎふ証明材」を明記。 
例２）材に直接添付する「伝票」等に「ぎふ証明材」を明記。 
例３）標識等で「ぎふ証明材」の区域を明示。 
 

 
 

販売事業者、消費者等への出荷時に納品書等の備考欄等に下記「証明に必要な事項」を明記し、
証明します。 

＊「ぎふ性能表示材」として出荷する場合の具体的方法は例４－２、４－３を参照。 
【証明に必要な事項】 
①推進事業者登録番号 
＊性能表示材の場合は、工場認定番号又はセンター検査番号も記載。 

②県産材かつ合法材であることをＰＲする名称（ぎふ証明材） 
＊性能表示材の場合は、「ぎふ性能表示材」と記載。 
＊必要に応じて「製品管理番号」等も記入し、入出荷を管理してください。 

証 明 

具体的方法 

Ⅰ森林所有者及び素材生産者の証明方法（具体的方法は例１を参照） 
 
 

合法性証明の留意点 

 

Ⅱ原木市場等の証明方法（具体的方法は例２及び例３を参照） 
 

Ⅲ製材加工事業者、販売事業者等の証明方法（具体的方法は例４を参照） 
 

（実施要領第１２条） 

７ 



証明の具体的方法について 

 
【例１：森林所有者及び素材生産者が証明する方法】 
 
 

  年  月  日 
出  荷  伝  票 

Ａ市場 御中                        Ａ森林組合 
岐阜証明材推進制度推進事業者登録番 号：○○○○号 
 
 

 
 
 
 
 
 
【記  載  例】 

    
 

    

 

   
 

   
 

   
    

 
 
 
 
 
 
 
 

「ぎふ証明材出荷票」 
Ａ市場 御中                        Ａ森林組合 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号：○○○○号 
 

 
注１）上記様式以外でも、同内容が記載されている様式であれば可とする。 
注２）伐採地毎に出荷伝票を発行し証明する。 

連番号等  運搬者  

荷主名  担当者  

樹種 数量等 備考 

すぎ ３０本  

   

伐採地 ○○市町村大字○○字○○地番○○ 

又は○○市町村林班○○準林班○○小班○○枝番○○ 

伐採種 皆伐  ・  択伐  ・  間伐 

所有区分 国有林  ・  県有林  ・  その他（私有林等） 

森林区分 保安林  ・  普通林 

証明区分 ・経営計画  ・伐採届  ・伐採許可  ・特定間伐 

・林地開発許可 ・工事（届出等を要しないもの）  ・森林認証 

備考（椪番号等） （注：市場等購入した側の管理用記入欄） 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号：〇〇〇〇号 

登
録
番
号
は
印
内
に
明
記
し
て
も
よ
い 

既存伝票等に印を押して明記する方法 

 

 

連番号   運搬者   

荷主名   担当者   

品 目 樹 種 径 長 さ 数 量 備 考 

 すぎ １８ ３ ２０  

 すぎ ２０ ４ １０  

伐 採 地 ○○市町村 大字○○字○○地番○○ 

又は○○市町村林班○○準林班○○小班○○枝番○○ 

伐 採 種 皆 伐  ・  択 伐   ・ 間 伐 

所有区分 国有林  ・ 県有林   ・ その他（私有林等） 

森林区分 保安林  ・  普通林 

証明区分 ・経営計画  ・伐採届  ・伐採許可  ・特定間伐 

・林地開発許可 ・工事(届出等を要しないもの）  ・森林認証 

備考（椪番号等） （注：市場等購入した側の管理用記入欄） 
 

      

 

既存伝票がない場合の証明方法（下記様式を利用して証明） 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号：〇〇〇〇号 

８ 



【例２：原木市場等が森林所有者・素材生産者への精算書等に明記する方法】 

 

 

  年  月  日 

精  算  書 

Ａ   様 

Ａ 市場 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号：○○○○号 

椪 番 樹 種 材 積 単位 単価 金額 長級 径級 備考 

２００８ すぎ 0.292  ㎥ 12,900 3,766 2.0 26～28 
ぎふ証明材 

２００９ すぎ 0.480  ㎥ 13,600 6,578 2.0 24～26 
ぎふ証明材 

         

  

 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号○○○○号 

上記木材は、「ぎふ証明材」です 
（ぎふ証明材：岐阜県産材かつ合法材である木材） 

 

①備考欄に明記 

  

  

  

 

 

②伝票等の空欄に印等で明記 

 

【明記方法（①又は②のいずれかの方法でよい）】 

①備考欄に明記：伝票等の備考欄に「ぎふ証明材」を明記。 
②伝票等の空欄に印等で明記：伝票等の木材が全て証明材であれば、空欄に印等を 
              押して明記する方法も可 

９ 



【例３：原木市場が証明する方法】 

 

 

  年  月  日 

納品書（売上明細書） 

Ａ製材所 様 

Ａ 市場 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号：○○○○号 

椪 番 樹 種 長さ 径 本数 材積 単位 単価 金 額 備 考 

２００８ すぎ ３ １８ ２０ １．９ ㎥ 12,000 ２２，８００ 
ぎふ証明材 

２００９ すぎ ４ ２０ １０ １．６ ㎥ 13,000 ２０．８００ 
ぎふ証明材 

         

 

 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号○○○○号 

上記木材が「ぎふ証明材」であることを証明
します。 

（ぎふ証明材：岐阜県産材かつ合法材である木材） 

 
備考（管理番号） 

 
（注：製材業者が管理用等に記入する欄） 

①備考欄に証明 

  

  

  

 

②伝票等の空欄に印等で明記 

 

【明記方法（①又は②のいずれかの方法でよい）】 

①備考欄に明記：伝票等の備考欄に「ぎふ証明材」を明記。 
②伝票等の空欄に印等で明記：伝票等の木材が全て証明材であれば、空欄に印等を 
              押して明記する方法も可 
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【例４：製材加工事業者、販売事業者等が証明する方法】 

 

 

  年  月  日 

納  品  書 

Ｂ社  様 

Ａ 社 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号：○○○○号 

樹 種 品名 寸法 数量 単材積 材 積 単価 金 額 備 考 

すぎ 柱 120×120×300 １０ ０．０４ ０．４ 45,000 １８，０００ 
ぎふ証明材 

          

        ①備考欄に証明 

・必要に応じて各事業者
における製品管理番号
を記入 

        

         

         

         

 

 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号○○○○号 

上記木材が「ぎふ証明材」であることを証明
します。 

（ぎふ証明材：岐阜県産材かつ合法材である木材） 

 
備考（管理番号） 

 
（注：製材業者が管理用等に記入する欄） 

 

  

  

  

 

②伝票等の空欄に印等で明記 

 

【明記方法（①又は②のいずれかの方法でよい）】 

①備考欄に明記：伝票等の備考欄に「ぎふ証明材」を明記。 
②伝票等の空欄に印等で明記：伝票等の木材が全て証明材であれば、空欄に印等を 
              押して明記する方法も可 
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【例４－２：製材加工事業者（認証センター会員）が「ぎふ性能表示材」として証明する方法】 

 

 

  年  月  日 

納  品  書 

Ｂ社  様 

Ａ 社 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号：○○○○号 

  

 

 

樹 

種 

品

名 

寸法 数量 単材積 材 積 単価 金 額 備 考 

すぎ 柱 120×120×300 １０ ０．０４ ０．４ 45,000 １８，０００ 製品管理番号〇〇〇〇 

 

          

        ①備考欄に証明 

・必要に応じて各事業者に
おける製品管理番号を記

入 

        

  

 
 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号○○○○号 

 
 
 
 

 

 
備考（管理番号） 

 
（注：製材業者が管理用等に記入する欄） 

 

 

 

 

 

 

②伝票等の空欄に印等で明記 

 

【明記方法（①又は②のいずれかの方法でよい）】 

①備考欄に明記：伝票等の備考欄に「ぎふ証明材」を明記。 
②伝票等の空欄に印等で明記：伝票等の木材が全て証明材であれば、空欄に印等を 
              押して明記する方法も可 

 
 

ぎふ性能表示材認証センター認定工場番号（又はセンター検査番号） 

：第〇〇〇号 

ぎふ性能表示材 

ぎふ性能表示材認証センター認定工場番号（又はセンター検査番号） 

：第〇〇〇号 

上記木材が「ぎふ性能表示材」であることを

証明します。 
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【例４－３：販売事業者等が「ぎふ性能表示材」として証明する方法（センター会員であ

る製材加工事業者から「ぎふ性能表示材」を購入し、販売する場合】 

 

 

  年  月  日 

納  品  書 

Ｂ社  様 

Ａ 社 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号：○○○○号 

  

樹 

種 

品名 寸法 数量 単材積 材 積 単価 金 額 備 考 

すぎ 柱 120×120×300 １０ ０．０４ ０．４ 45,000 １８，０００ 製品管理番号〇〇〇〇 

 

          

        ①備考欄に証明 

・必要に応じて各事業者
における製品管理番号
を記入 

        

         

 
 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号○○○○号 

 
 

 

 
備考（管理番号） 

 
（注：製材業者が管理用等に記入する欄） 

 

 

 

 

 

 

②伝票等の空欄に印等で明記 

 

【明記方法（①又は②のいずれかの方法でよい）】 

①備考欄に明記：伝票等の備考欄に「ぎふ証明材」を明記。 
②伝票等の空欄に印等で明記：伝票等の木材が全て証明材であれば、空欄に印等を 
              押して明記する方法も可 

 

ぎふ性能表示材 

上記木材が「ぎふ性能表示材」であることを

証明します。 
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（３）分別管理 
 
分別管理の方法について    
 

分別管理は、証明材を取り扱う推進事業者の義務となります。推進事業者は、入 
荷、保管、製材加工、出荷等の各段階において、証明材がその他の材と分別できよ 
う、シート、テープ、標識、刻印、ラベル、ペンキ等により明示し、管理します。 
また、性能表示材として取り扱う場合は、性能表示材でない証明材及びその他の 

材と分別できるように管理します。 
 
 

登録申請書には分別管理の方法を記入頂きます。 
なお、分別管理方法の例を下記しますので、記入時の参考にしてください。 
下記方法以外でも、証明材と非証明材が判別できる方法であれば構いません。 

 
 
 
 

Ⅰ 出荷時（トラック等への積み込み時）の分別管理 
例１：テープ、ひも、シート等で分ける。 
例２：証明材に刻印、ペンキ等で印をつける。 
例３：証明材と非証明材は混載しない。 

 
Ⅱ 原木保管時の分別管理 
（保管スペースがある場合） 

例１：証明材置き場として定めた場所に保管。 
例２：証明材とそれ以外の椪積を別にして保管。 

（保管スペースがない場合） 
例３：ひも、テープ等で分けて保管。 
例４：証明材に刻印、ペンキ等で印をつけ保管。 

 
Ⅲ 製材加工時の分別管理 
（ラインが複数ある場合） 

例１：生産ラインを分けて加工 
（１ラインしかない場合） 

例２：証明材とそれ以外の加工時間を分ける。 
例３：加工前後に証明材に刻印、ペンキ等で印をつける。 

 
Ⅳ 製品保管時の分別管理 
（保管スペースがある場合） 

例１：証明材置き場として定めた場所に保管。 
（保管スペースがない場合） 

例２：シート等で覆い分けて保管。 

分別管理の方法について （実施要領第１３条） 

分別管理方法の例 
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（４）実績報告 
 
 
実績報告書の提出     
推進事業者は、証明材の入出荷状況を記録管理簿等により管理し、取扱実績量の有無に 

関わらず、実績報告書（実施要領様式第８号）により、前年度分の実績を毎年５月末まで 
に報告してください。（期限までに連絡等がなく、報告書の提出がされていない場合、登 
録取り消しの対象となる可能性ありますのでご注意ください。） 
 
記録管理簿の様式については任意としますが、下記①～③の例を参考としてください。なお、 

性能表示材についてはそれが確認できるよう記載してください（備考欄等への記載が考えら
れるが方法は任意。）。 
（証明材の入出荷状況が把握できるのであれば、各推進事業者の既存管理簿等で構いません。） 
 

①素材生産者等の記録管理簿の例  

事業者名 Ａ森林組合 登録番号 ○○○○号 

証明材の伐採状況 証明材の出荷状況  
年月日 所有者名

等 
樹種 伐採地名 出荷先 樹種 材 積 

（m3） 

年月日 備考 

 
18.4.11 

 
○○○○ 

 
すぎ 

 

○○市町村 

大字○○○  

字○○○ 

地番○○○ 

 
A 市場 

 
すぎ 

 
8.0 

 
18.4.12 

 

 

②原木市場の記録管理簿の例 

事業者名 Ａ市場 登録番号 ○○○○号 

証明材の伐採状況 証明材の出荷状況  
備考 年月日 仕 入 先 樹種 伐採地名 材積 

(㎥） 
椪番号 出荷先 樹種 材積

(㎥） 

年月日 

 
18.4.12 

 
Ａ森林組合 

 
すぎ 

 

○○市町村 

大字○○○  

字○○○ 

地番○○○ 

 
8 .0 

 

2008 
2009 

 
A 製材所 

 
すぎ 

 
8.0 

 
18.4.20 

 

 

2010

2011 

 
B 製材所 

 
すぎ 

 
4.5 

 
18.4.20 

 

 

③製材加工事業者等の記録管理簿の例  

事業者名 Ａ製材所 登録番号 ○○○○号 

証明材の伐採状況 証明材の出荷状況  
備考 年月日 仕入先 樹種 材積 

(㎥） 
備考 管理番号 出荷先 樹種 部材 材積

(㎥） 

年月日 

 
18.4.20 

 
Ａ市場 

 
すぎ 

 

3.5 

 
 

060001 A 工務店 すぎ 柱 0.8 18.5.10 
性能表示材 

060002 B 工務店 すぎ 柱 0.5 18.6.1 
性能表示材 

060003 C 工務店 すぎ 柱 0.５ 18.6.4 
性能表示材 

実績報告書の提出 
 
（実施要領第１４条） 
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（５）検査 
 
県が実施する検査           
 

推進事業者に対しては、定期検査及び臨時検査を実施します。 
 
 
 
 
【実施時期】 

実績報告書の受理後、毎年７月末までに実施 
 
【検査対象事業者】 

取扱実績のあった推進事業者 
 
【検査実施事業者】 

対象事業者のうち、概ね２割以上の推進事業者を抽出 
 
【検査項目】 

①証明状況：実績報告書に基づき、出荷伝票、納品書、管理簿等 
を検査し、入出荷量等を確認。 
 

②合法性証明：素材生産者等を対象とし、「森林法に規定された 
手続きが適切に行われたことが確認できる書類」 
等を確認。 
 

③分別管理：登録申請書の記載内容に基づき適切な分別管理を実 
施しているかを確認。 
 

 
 
 

推進事業者が不正に証明している可能性があるなど、検査の必要が 

あると県が認めた場合に臨時検査（抜き打ち検査）を実施する。 

実施時期等については、あらかじめ農林事務所から検査対象事業者 

に連絡をする。 
 
 
 
  

違反が認められた推進事業者については、登録の取り消しとなる 

可能性があります。 

取り消しとなった場合、１年間は再登録できません。 

また、取り消しとなった事業者の名称や登録番号、その他知事が必 

要と認める情報がホームページ等により公表されます 
 

県が実施する検査 （実施要領第１５条） 

定期検査 

臨時検査 

違反が認められた場合（実施要領第１０条） 
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（６）Ｑ＆Ａ 

 

「岐阜県産材認証制度」と本制度の違い等 

  

Ｑ１：岐阜県産材認証制度と本制度の違いは？ 

 

Ａ： 岐阜県産材認証制度は、各事業者が発行する伝票等とは別に販売管理票を作成し、「岐阜県 

産材であること」を証明する制度でしたが、本制度は既存の伝票等を活用して、「岐阜県産材 

であること」と「合法材であること」を証明する制度です。 

また、本制度の信頼性を損なわないためには、「事業者における適切な証明、分別管理」が 

行われることが重要です。「証明を適切に行わない」場合等規定に違反した場合は、取り消し 

となることもあり、その場合は１年間」再登録できません。 

 

Ｑ２：岐阜県産材認証制度の販売管理票はいつまで使えるのか？ 

 

Ａ： 平成１９年３月３１日まで運用された岐阜県産材認証制度における販売管理伝票がついてい 

る県産材を保管している推進事業者は、経過措置として、管理票発行先から合法性を確認でき 

た場合は「証明材」として取扱うことも可とし、新制度により証明いただいて構いません。 

制度のメリット 

 

 

Ｑ３：本制度に参加するメリットは？ 

  

Ａ： 平成１８年４月のグリーン購入法の改正以降、国の調達物品等だけでなく、製紙会社、住宅 

メーカー等民間企業も「合法性が証明された木材」の利用を進める動きとなっています。今後 

はその動きも速まり、近い将来「合法性が証明された木材」の利用があたりまえとなっていく 

と考えられ、本制度に参加することで、「合法性が証明された県産材」を供給できる事業者と 

して、これらの動きに対応いただけると考えています。 

なお、岐阜県においても、県発注の公共工事、調達物品、補助事業で使用する県産材につい 

て、「本制度による納品書等の提示」が仕様書等に盛り込まれています。 

さらに、今後予定されている新規助成事業の証明にも活用していきます 

【本制度による証明が必要な補助事業】 

・県産材需要拡大施設等整備事業、ぎふの木で家づくり支援事業、産直住宅建設支援事業など 

登録について 

 

 

Ｑ４：制度の登録時期は？ 

 

Ａ：随時登録を受け付けています。申請書は所管農林事務所に提出ください。 

有効期間は登録日から３年を経過する日の属する年度の３月３１日までが有効期間です。 

（例）【登録日が平成２１年６月１日の場合】 

３年を経過する日が平成２４年５月３１日ですから、有効期間は「H２１.６.１～H2５.３. 

３１」となります。 

 

Ｑ５：岐阜県産材認証制度に登録していた事業者の取扱いは？ 

 

Ａ： 岐阜県産材認証制度に登録していた事業者についても、登録申請書提出の必要があります。 

「岐阜県産材認証制度」と本制度との違い等 

制度のメリット 

登録について 
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Ｑ６：森林所有者も登録が必要か？ 

 

Ａ： 下記の森林所有者については、登録を要しません。 

①素材生産業を営んでおらず県内に所在する所有森林を自ら伐採して出荷する森林所有者 

②森林組合等の素材生産業者に伐採・出荷業務を依頼している森林所有者 

しかし、①の場合、「証明材」として取り扱いたい原木市場等の推進事業者は、必ず「伐採 

及び伐採後の造林の計画の適合通知書」の写し等、合法性証明に係る書類（Ｑ９参照）を森林 

所有者から提出いただいてください。なお、②の場合は素材生産業者が必ず登録し、合法性証 

明に係る書類を備えたうえで、推進事業者として証明を行ってください。 

証明について 

Ｑ７：伐採届の具体的記入、提出方法等は？ 

 

Ａ： 伐採届（「伐採及び伐採後の造林届出書」等）の記入、提出方法がわからない場合は、最寄 

りの市町村役場林務担当、森林組合にお問い合わせください。 

 

Ｑ８：証明方法は「（３）証明方法」に示す例以外でも可能か？ 

 

Ａ： 森林所有者や素材生産者については、、伝票１枚毎に証明する方法以外として、「発行する 

出荷伝票」の数が多い場合、「証明に必要な事項」を項目とした一覧表を作成し、それを表紙 

として出荷伝票と一緒に提出する方法が考えられます（その場合、必ず一覧表と出荷伝票が突 

合できるようにしてください） 

なお、原木市場以降の証明方法については、原則として、「（３）証明方法」の例に示す方 

法としますが、伝票等に「備考欄」がない場合は下記のような方法も可とします。 

 

 年 月 日 

Ａ製材所 様 

 

Ａ市場 

 

 

椪 番 樹 種 長さ 径 本数 材積 単位 単価 金 額 

２００８ すぎ ３ １８ ２０ １．９ ㎥ 12,000 22,800 

２００９      すぎ ４ ２０ １０ １．６ ㎥ 13,000 20,800 

 

「樹種」の前に「証明」が記載されている材は、 

「ぎふ証明材」であることを証明します 

 

 

 

 

Ｑ９：合法性証明の書類とは具体的にどのようなものがあるか？ 

 

Ａ： 合法性証明の書類には下記のようなものが考えられます。 

・森林施業計画認定書・伐採及び伐採後の造林の計画の適合通知書 

・伐採及び伐採後の造林の届出書受理通知書・保安林内立木伐採許可書 

・市町村が策定する特定間伐等促進計画書 

・林地開発許可証・治山工事等の契約書・国有林の売買契約書等 

岐阜証明材推進制度推進事業者登録番号：○○○○号 

証明 

「樹種」の前に「証明材を

示す文字等」を記載 

し、伝票等の空欄に左記よ

うに明記する方法。 
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Ｑ１０：森林認証材又はＣoC認証材の取扱いは？ 

 

Ａ： 実施要領第１２条第３項にも記載しているとおり、森林認証制度又はCoC認証制度により 

証明された岐阜県産材は、本制度の証明材として取扱うこととします。 

 

 

Ｑ１１：森林以外の伐採届等を必要としない立木の合法性証明は？ 

 

Ａ： 森林法等の法令による伐採制限の対象とならない立木については、その立木の所有者自らが 

作成する証明書（所有者名、住所、樹種、数量、法規制が無く適切に伐採した旨を記述）によ 

り、合法性を証明してください。 

 

 

Ｑ１２：他の事業者に賃挽き加工を委託する場合、委託先も推進事業者の登録は必要か？ 

 

Ａ： 賃挽き加工を行う製材工場は分別管理を担保しなければならないため、推進事業者に 

登録し、要領に基づく証明のための取り組みを行っていただく必要があります。 

 

 

 

 

Ｑ１３：分別管理の具体的方法は？ 

 

Ａ： マニュアルに例を示しているので参考にしてください。例以外の方法でも、証明材と非証明 

材が判別できる方法であれば構いません。 

 

 

 

 

Ｑ１４：証明実績がなくても実績報告が必要か？ 

 

Ａ： 推進事業者につきましては、証明実績がない場合でも、「実績量０」として必ず報告してく 

ださい。期限（５月末）までに実績報告がない場合、登録取り消しとなる可能性があり、取り 

消しの場合は１年間再登録できませんので、ご注意ください。 

 

 

Ｑ１５：記録管理の方法は？ 

 

Ａ： マニュアルに例を示しているので参考にしてください。例以外の方法でも、入出荷量が把握 

できるのであれば、他の方法でも構いませんが、実績報告量が確認できるよう記録管理をして 

ください。 

 

検査について 

 

 

Ｑ１６：検査の方法は？ 

 

Ａ： 検査は、「定期検査」と「臨時検査」を実施します。「定期検査」は証明材を取り扱った翌 

年度の７月末までに実施します。検査に対応できるよう、推進事業者は、証明に係る入出荷伝 

票、納品書、記録管理簿等を整理しておく必要があります。 

 

分別管理について 

実績報告について 

検査について 
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【岐阜農林事務所林業課】 
〒500-8３８４ 岐阜市薮田南５ー１４－５３ OKBふれあい会館 

TEL 058-214-7409  FAX 058-215-7034 
 

【西濃農林事務所林業課】 
〒503-0838 大垣市江崎町422-3 西濃総合庁舎 

TEL 0584-73-1111  FAX 0584-73-8606 
 

【揖斐農林事務所林業課】 
〒501-0603 揖斐川町上南方1-1 揖斐総合庁舎 

TEL 0585-23-1111  FAX 0585-22-6725 
 

【中濃農林事務所林業課】 
〒501-3756 美濃市生櫛1612-2 中濃総合庁舎 

TEL 0575-33-4011  FAX 0575-33-4060 
 

【郡上農林事務所林業課】 
〒501-4292 郡上市八幡町初音1727-2 郡上総合庁舎 

TEL 0575-67-1111  FAX 0575-67-0961 
 

【可茂農林事務所林業課】 
〒505-8508 美濃加茂市古井町下古井字大脇2610-1 可茂総合庁舎 

TEL 0574-25-3111  FAX 0574-28-5301 
 

【東濃農林事務所林業課】 
〒507-8708 多治見市上野町5丁目68-1 東濃西部総合庁舎 

TEL 0572-23-1111  FAX 0572-23-9440 
 

【恵那農林事務所林業課】 
〒509-7203 恵那市長島町正家1067-71 恵那総合庁舎 

TEL 0573-26-1111  FAX 0573-25-1501 
 

【下呂農林事務所林業課】 
〒509-2592 下呂市萩原町羽根2605-1 下呂総合庁舎 

TEL 0576-52-3111  FAX 0576-52-1483 
 

【飛騨農林事務所林業課】 
〒506-8688 高山市上岡本町7丁目468 飛騨総合庁舎 

TEL 0577-33-1111  FAX 0577-36-4000 
 
 
 
 

岐阜県林政部県産材流通課 
〒500-8570 

岐阜市薮田南２－１－１ 
[電話]058-272-1111（内301６） 
[FAX]058-27８-２７０５ 
[Email]c11545@pref.gifu.lg.jp 

制度に関する問い合わせ及び申請書の提出先 


